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双葉通信【第 155 回】“ふくしまに恋をして 福島人に”               20220901 

                       上 田  勉 

原発、新増設を検討 運転期間延⻑も ⾸相指⽰ 
 岸⽥⽂雄⾸相は 8 ⽇ 24 ⽇、原発の新増設や建て替え（リプレース）について検討を進め
る考えを⽰した。「想定していない」としてきた⽅針を変えたもので、2011 年の東京電⼒福
島第⼀原発事故以来の⼤きな政策転換となる。原則 40 年の運転期間の延⻑も検討する⽅針
で、「原発回帰」の⽅向性が鮮明になった。 
 ■核燃再処理、⾒通せぬまま 
 ただ、原発の課題は解決されていない。その⼀つが「後処理」の問題だ。 
 政府は、使⽤済み核燃料からプルトニウムなどを取り出して再び発電に使う「核燃料サ
イクル政策」を推進している。だが、⻘森県六ケ所村の再処理⼯場は 1993 年に着⼯したも
のの、トラブルが相次ぎ、完成していない。総事業費は 14 兆円を超す⾒通しだ。 
 再処理で出る⾼レベル放射性廃棄物（核のごみ）の最終処分場も決まっていない。国の
選定プロセスの調査が北海道の 2 町村（寿都町・神恵内村）で始まったが、地元の反対は
根強く、実現は⾒通せない。 
 政府や⼤⼿電⼒が原発のメリットと主張してきた「安さ」も揺らいでいる。経済産業省
が 21 年 8 ⽉に⽰した 30 年度の発電コストの試算では、これまで「最安」とされた原発は、
事業⽤の太陽光発電より⾼くなった。 
 国⺠の理解が得られるかも不透明だ。原発事故被害者団体連絡会の共同代表で、福島県
に住む武藤類⼦さんは「なぜ私たちの事故の被害が政策に⽣かされないのか。11 年経った
今も解決していないことがたくさんある」。原発に依存しない社会をめざすとする公明党の
⽵内譲政調会⻑は会⾒で、「重要な⽅針転換をしたとは聞いていない」とした⼀⽅、「原発
に対する信⽤の回復が⼤事。それが第⼀歩だ」と語った。（関根慎⼀、⼭野拓郎） 
 ■＜視点＞「危機」強調、会議に透明性を 
 原発事故を経験した⽇本が、将来にわたって原発に頼ることになれば、依存度を下げる
としてきた原⼦⼒政策の⼤きな転換になる。ロシアによるウクライナ侵攻で、エネルギー
の安定供給が揺らいでいると政府は説明している。この⽇の会議資料には、「危機」という
⾔葉が並んでいる。 
 ただ、原発はひとたび事故が起きれば、取り返しがつかない被害をもたらす。使⽤済み
核燃料などの課題も解決していない。政府は再⽣可能エネルギーも最⼤限導⼊するとして
いる。将来も原発が本当に必要なのか。課題も含めた議論が必要だが、会議は⾮公開。透
明性の確保は事故の教訓だったはずだ。 
 原発事故後、⾃公政権は世論の反発が根強い原発が国政選挙で争点になるのを避けてき
た。7 ⽉に参院選が終わったタイミングで、「危機」ばかりを強調し、⼀気に原発回帰を進
めるのであれば、多くの国⺠の理解を得るのは難しい。（⻑崎潤⼀郎）」「朝⽇新聞デジタル
2022 年 8 ⽉ 25⽇ 5 時 00 分」 
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